
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.はじめに 

日本は本格的な高齢社会を迎えている．同時に，

障碍者増加も確実である．そうした中，ノ－マラ

イゼイションの理念に則り，交通環境の障壁除去

政策の議論が活発化している．しかし，議論対象

が近隣住区の域にとどまり，面的整備の機が熟し

ていない．そこで私は，従前遅れていた障碍者の

長時間移動(本研究ではワントリップ 2 時間を超

える移動)特性を全国規模の社会調査により把握

し，有益な政策構築支援情報の整備に努めた． 
 

2.本研究の社会的背景 

2.1 日本国内での移動制約者総数の急速な増加 
  国立社会保障・人口問題研究所による高齢者の

人口推計は，2035年に国内全人口の約 3割超が，

65歳以上の高齢者になると予測している．これに

比例して，障碍者数の増加も確実視されている．

ゆえに，早期段階で公共交通環境から可能な限り

のバリアを除去し，多様な人々の欲求獲得の支援

に資する公共交通環境の創発・構築が急務である． 
2.2 非日常的な長時間移動への総体的な欲求高揚 

  最近の電通総合研究所の調査を見ると，障碍の

有無に関係なく，旅行などの非日常的長時間移動

への欲求が総体的に高揚している．これは，国民

生活が量的志向から質的志向へ移行している現実

を受けている．そうした現状を考えると，近未来 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の障壁除去の研究では，日常的な活動範囲を超え

た長時間移動環境に視点を広げていく必要がある． 
2.3 障碍者の長時間移動特性調査の学問的な停滞 

  前述の社会的背景より，長時間移動環境の障壁

除去の社会的重要性は明らかである．その実践が

進まない大きな理由は，開発者側の財政的制約と

障碍者全般の移動特性にかんする洗練された情報

の不足にある．ゆえに，政策構築のヴィジョンと

しては，障碍者全般の長時間移動特性調査を行い，

そこで得られた情報をもとに生活者と必要技術の

内容・最適導入量にかんする合意を醸成する方向

が現実的である．長時間移動特性調査については，

学問的蓄積も少なく，代表的な[加藤，1998]でも，

調査対象範囲の狭小性が課題として残されている．

実務レヴェルでも，パ－ソントリップ調査および

OD 調査に障碍者特化型が無く実践が急務である． 
 
3.本研究の目的 

3.1 障碍者の長時間移動環境下での問題発見整理 

  実務レヴェルおよび学界の双方で障碍者全般の

長時間移動特性の把握が遅れていることは前述の

とおりである．しかし，ノ－マライゼイションの

前提条件である「空間の連続性・時間の一貫性」

を保持していく上では，長時間移動環境で障碍者

が抱える課題を的確に抽出する過程が重要である．

そこで私は，従前のノ－マライゼイションの議論
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で遅れていた，長時間移動環境下で各種障碍者が，

＜どのような個別環境下で・どのような障碍で・

どのような障壁に悩んでいるか＞の解明を目標に

した．最近は，本問題の現実的な解決に向け国家

レヴェルでも仮想市場法などによる障壁除去施策

の客観的な貨幣価値算出に注目が集まっているが，

障碍者の長時間移動特性の的確な把握は，そうし

た政策の評価・構築に資する有益な情報にもなる． 
3.2 近隣住区が中心だった議論のブレイクスル－ 

  これまで実践されてきた交通環境のノ－マライ

ゼイション推進政策の関心は，住宅を起点とした

日常的移動環境に置かれていた．無論，日常的な

移動環境での議論は重要だが，交通バリアフリ－

法などの法的拘束力も作用するようになり，今後

は近隣住居地域で終始していた点的議論を非日常

的移動環境にまで線的・面的に広げる必要がある． 
  実際，観光・旅行などの非日常的な長時間移動

を希望する障碍者の数は年々増えており，彼らの

社会参加機会増大を目指す上でも，障壁除去政策

の議論を非日常的な長時間移動環境へ早急に広げ

ることは肝要である．本研究は，その議論の基礎

をなすものであり，社会的意義もきわめて大きい． 
 

4.本研究の具体的内容と手法 

4.1 社会調査票の設計作業と具体的な質問の内容 

  本研究は，長時間移動環境の下で各種障碍者が，

＜どのような個別環境下で・どのような障碍で・

どのような障壁に悩んでいるか＞の解明が目標で

ある．私は，長時間移動特性の把握のために質問

内容を以下のとおりに整理し，質問票を設計した． 

●障碍者全般の長時間移動の特性調査・質問内容 

(1)過去5年間での目的別の片道2時間を超えるト

リップの回数(パ－ソントリップ調査援用)． 

(2)最近7回の片道2時間を超える移動の始発地・

目的地・全移動手段・移動目的・介助者有無． 

(3)現在，身体に抱えている特定の障碍がある場合，

その具体的な種類と補助支援器具の種類． 

(4)片道2時間以上かけて移動する場所で，上記の

障碍のために，行きたいのに行きづらい場所お

よび空間．併せて，その場所・空間の克服が難

しい障壁の種類(前問に適合する形で10個)． 

(5)インタ－ネットを通した長時間移動環境の障

壁除去にかんするネットワ－クコミュニティへ

の参加是非．また，したくない場合はその障壁． 

(6)性別・年齢・障碍等級および年間可処分所得な

どの回答者の個人的情報(=フェイスシ－ト)． 

  上記設問をとおし，視覚・聴覚・肢体・内部・

知的の各種障碍者の長時間移動時の特性，および

移動環境下での課題を的確に把握することにした．

障碍者が対象者に多数含まれるため，可能な限り

選択式回答を採用した．障碍の種類や移動環境下

での課題などの選択肢については，[秋山，2000]
をベ－スに独自の視点を交え，構成を行っている． 

  本社会調査最大の特徴は，選択肢の提示に可能

なかぎりイラストならびに写真を含めた点である．

これは，昨今の障碍多様化の流れを受け，調査票

に含めるべき事項が増大し，認知性および回答者

の関心維持を目指す上での工夫である．結果的に

本調査は，同対象の社会調査に比べ回答率が高く，

そうしたテクニカルな工夫も反映されているはず

である．本社会調査は，日本国内での抽象論導出

を目指すため，都市部・非都市部に限定すること

なく展開することにした．詳細な結果は後述する． 

4.2 社会調査の実施経過 

4.2.1 調査対象者と調査対象都市の選定 

  社会調査用紙が完成し，つぎに調査対象者選定

に入った．政府による「身体障害者実態調査

(1996)」「身体障害児実態調査(1996)」「精神薄

弱児(者)福祉対策基礎調査(1995)」から，各種身

体障碍者ならびに知的障碍者の人口比を求めた．

結果的に，視覚障碍者:聴覚障碍者:肢体障碍者:

内部障碍者:知的障碍者の人口比率がおよそ

1:1:5:2:1である点が判った．それを受け，障碍者

対象調査の回答率が総じておよそ 10％前後と低

調な状況も勘案し，配布数を視覚障碍者・聴覚障

碍者・知的障碍者各500人，内部障碍者1000人，

肢体障碍者2500人の計5000人に設定した． 

  一方，配布対象都市の選定であるが，住居環境

や交通環境の差異による移動特性の格差について

も考察したいため，都市化水準に応じて選定した．

都市化水準の代理変数には人口密度を用い，人口

密度別に「100人未満」「100人以上300人未満」

「300人以上500人未満」「500人以上1000人未

満」「1000 人以上 3000 人未満」「3000 人以上

5000 人未満」「5000 人以上 10000 人未満」

「10000人以上」の8クラスに全都市を分類した．

その人口比に応じて【資料 1】のように調査用紙

を配布した(質問紙配布都市については割愛)． 

4.2.2 調査用紙の配布方法の決定 

  障碍者対象の社会調査用紙配布は，いくつかの

方法が考えられるが，最終的に各都道府県委嘱の

障碍者相談員を通じて調査用紙を配布してもらう



ことにした．理想は，障碍者手帳交付者名簿から

のランダムサンプリングであるが，障碍者という

性質も絡み選挙人名簿のような公開はあり得ない．

そうした前提もふまえ多様な手段を想定した結果，

上記のように決定した．この決定過程でも対象者

の性質を勘案し，リスクアセスメントを実施した．

いくつかの地方政府福祉担当者や障碍者相談員に

ヒヤリングを行ったが，現行制度上方法に問題が

無いことが明白となり，実施を決定した．調査は，

2001年8月7日から9月6日の期間で実施した． 

 

5.社会調査の結果と考察 

  本項では社会調査の結果と考察を述べる．分析

結果の概要を【資料 2】に整理しており，これを

もとに考察を述べるので併せて参照いただきたい． 

5.1回答者の構成 

  視覚障碍者＝154 票／500 人(有効回答率

30.8％)，聴覚障碍者＝159票／500人(有効回答率

31.8％)，肢体障碍者＝772票／2500人(有効回答

率30.9％)，内部障碍者＝310票／1000人(有効回

答率 31.0％)，知的障碍者＝161 票／500 人(有効

回答率 32.2％)の有効回答を得ることができた．

当初，有効回答率を20.0％に設定したが，それを

平均10％強上回る結果になった．なお，障碍の性

質を勘案し保護者の代理回答も許可している． 

5.2.片道2時間を超える長時間移動の回数(全国) 

5.2.1 視覚障碍者の場合 

  肢体障碍者を細分類し，視覚・聴覚・下肢・上

肢・体幹・内部・知的の7クラスについて過去5
年間の 2 時間を超えるトリップ総数を有意水準

5％のKruskal-Wallis法で検定したところ，統計

的な有意差が認められた(p=0.00e+0)．さらに多重

比較検定(Dunn 式::以下同)を行ったところ，聴

覚・上肢・下肢の各障碍者群との間で統計的に有

意な差が確認されている．総体的に見て，視覚 

障碍等級

有効回

答者(単

位:人)

トリップ総

数(5年間・単

位 : 回 ) 

ワントリップの

利用手段の数

(単位:手段)

視覚全体 154 5.54 2.31

視覚一級 47 3.66 2.07

視覚二級 39 5.36 2.43

視覚三級 50 6.54 2.45

視覚四五 18 8.06 2.29

聴覚全体 159 16.19 3.32

聴覚二級 48 10.44 3.19

聴覚三級 22 14.55 3.12

聴覚四級 51 17.22 3.44

聴覚六級 38 23.05 3.44

上肢全体 287 13.78 2.55

上肢一級 39 5.80 2.02

上肢二級 62 10.46 2.36

上肢三級 96 14.38 2.73

上肢四級 66 17.44 2.68

上肢五六 24 24.25 2.77

下肢全体 365 13.17 2.53

下肢一級 105 6.50 2.07

下肢二級 53 12.87 2.61

下肢三級 104 13.56 2.75

下肢四級 68 17.41 2.70

下肢五六 35 24.20 2.83

体幹全体 120 12.64 2.47

体幹一級 20 5.60 1.98

体幹二級 39 10.05 2.53

体幹三級 48 14.17 2.54

体幹五級 13 25.15 2.76

内部全体 310 11.73 2.94

内部一二 164 7.88 2.83

内部三級 75 12.95 3.10

内部四級 71 19.35 3.03

知的全体 161 8.81 2.79

知的最重 30 3.73 2.33

知的重度 53 7.89 2.81

知的中度 43 9.65 2.96

知的軽度 35 13.54 2.95

【資料2】トリップ数と利用手段数の結果 (全国) 

視覚障碍 聴覚障碍 肢体障碍 内部障碍 知的障碍
人口密度100人未満(1) 5 5 25 10 5
人口密度100人以上300人未満(6) 30 30 150 60 30
人口密度300人以上500人未満(7) 35 35 175 70 35
人口密度500人以上1000人未満(12) 60 60 300 120 60
人口密度1000人以上3000人未満(33) 165 165 825 330 165
人口密度3000人以上5000人未満(9) 45 45 225 90 45
人口密度5000人以上10000人未満(20) 100 100 500 200 100
人口密度10000人以上(12) 60 60 300 120 60

合計 500 500 2500 1000 500

【資料1】障碍者長時間移動特性調査の質問紙配布状況(括弧内の数字は人口構成比率) 



障碍者の長時間移動回数は低水準にあると言える． 

  視覚障碍者各等級ごとのトリップ総数について

は，同様に有意水準 5％の Kruskal-Wallis 検定

(p=1.65e-22)と多重比較の結果より，障碍水準が

軽くなるほど増加傾向にあり，【資料2】のような

推移をたどる可能性が高いことが判明している． 

  移動目的については，帰宅を除けば，個人旅行

で長時間移動を行う場合が圧倒的に多い．特徴的

なのは，個人の旅行先に「調査対象都市から見て

近隣の代表的な静養地」の名前が顕著な点である．

換言すれば，視覚に障碍があるために豊かな自然

を肌や耳で感じられる空間で気分転換をはかって

いる傾向が抽出されている．こうした状況や障碍

の性質を勘案すると，自然が豊かなリゾ－ト地を

視覚障碍者向けに一層の改善を図る戦略には一定

の社会的意義が見出される．一方，他の障碍者に

比べて「芸術鑑賞」のために長時間移動を行って

いる人の割合が高い．同時に聞いた具体的な目的

地や移動目的も勘案した結果，視覚に障碍がある

ことも影響し，ジャンルに格差があるものの音楽

鑑賞に出かけている人が多い点も判った．これは，

視覚障碍者の音楽への関心の高さを証明している． 

  回答者に共通する傾向としては，100％に近い

外出事例で，介助者とともに長時間移動を行って

いる点が挙げられる．視覚障碍者にとって日常的

な地域内での移動とは異なり，不慣れな事が多発

する可能性が多い点に起因していると考えられる． 

5.2.2 聴覚障碍者の場合 

  過去5年間の2時間を超える長時間移動合計ト

リップ数は聴覚障碍者が最多で，他の障碍者に比

べ面的に移動しやすい状況になっている現況を証

明している．同じ情報障碍者である視覚障碍者の

回答と比べても，調査都市から比較的遠距離の地

名が見られ，対照的な結果が得られた．併せて，

移動目的も視覚障碍者が旅行・観光への特化傾向

にあった一方で，こちらは仕事上の出張やスキ－，

スポ－ツ観戦などが含まれて多様化している．と

りわけ，他の障碍者グル－プに比べて，仕事上の

出張での長時間移動比率が高いのは特徴的である． 
  最近では，視覚経由の交通運輸情報の提供が進

んでおり，そうした動向も反映した結果と言える．

個人旅行を除けば，親戚との交流を図る例が多い．

聴覚障碍者についても，等級別で有意水準 5％の

Kruskal-Wallis 検定(p=2.05e-32)と多重比較を行

ったが，障碍水準が軽くなるにつれトリップ数が

増加する傾向が見られ，【資料2】に示すようにト

リップ合計数が推移するものと考えられる． 

5.2.3 肢体障碍者の場合 

  肢体障碍者でも，個人旅行での外出がもっとも

多かった．上肢障碍者・下肢障碍者・体幹障碍者

のいずれでも，有意水準 5％の Kruskal-Wallis
検定(上肢 p=0.00e+0，下肢 p=0.00e+0，体幹

p=4.47e-25)と多重比較の結果より，障碍水準が軽

くなるほど合計トリップ数が増える点が判った．

ここでも，各クラスで【資料 2】に示すような流

れで長時間移動総数が変化していくことが判った． 
  およそ93％の肢体障碍者が，5年間に1度は個

人旅行に出かけており，そのほかでは，遠方の親

戚との交流や冠婚葬祭での長時間移動の回数が多

い．家庭にかんする必要性の高い用途で長時間移

動を経験している状況が判る．個人旅行の回数が 
0 回と回答した人は，1 級の重度障碍を負ってい

る．総体的に見ると，最重度肢体障碍者にはいま

だ課題が残されていると解釈できる．選択肢以外

の用途では，障碍特質を反映し，遠方の温泉病院

や湯治場，針治療院への移動が多く見られた． 
5.2.4内部障碍者の場合 

  内部障碍者でも，圧倒的に個人旅行での移動が

多く，それに家庭にかんする必要性の高い用途で

ある親戚との交流や冠婚葬祭による移動がつづく．

障碍のレヴェルが軽くなるほど，合計トリップ数

が増加する点も他の障碍者と変わらず

(Kruskal-Wallis検定でp=0.00e+0)，【資料2】に

示す形でトリップ数が変化していくと考えられる．

しかし，長時間立ち続けるような行動が困難，長

い距離を連続して歩行することが困難，総体的に

疲労虚弱という三大特質を持ち，一見移動能力が

高そうに見えるが身体内部に障碍があるため，聴

覚障碍者・肢体障碍者ほど積極的に長時間外出を

行っていない状況であることが，併せて証明され

ている． 
5.2.5知的障碍者の場合 

  知的障碍者でも，有意水準  5 ％の

Kruskal-Wallis 検定(p=8.53e-35)と多重比較の結

果により，障碍レヴェルが軽くなるほど，合計ト

リップ数が【資料 2】に示す形で増加していく傾

向が判った． 
  総体的に，移動目的が「親戚交流」「団体旅行」

「個人旅行」の三者に限られる傾向が特徴的であ

る．質問紙上では，過去 7回のトリップの状況と

して，出発地・目的地・移動手段の構成・移動目

的などを質問しているが，そこでは個人旅行に相



当するものは，全事例で「家族旅行」であった．

併せて，団体旅行に相当するものはすべての事例

で所属する養護施設や WS によるものであった．

こうした状況も含め総合的に勘案すると，「親戚

交流」「団体旅行」「個人旅行」を軸として，当事

者の社会的なコミュニケイションをほとんど必要

としない範囲で，かつ，周囲の理解が得られる範

囲で長時間の移動を行っている現実が抽出された． 
  すなわち，知的障碍者のバリアフリ－の遅れを

示す結果であり，本状況が後述する公共性の強い

鉄道環境での多数の改善要望に反映されているも

のと解釈できる．この調査結果から，知的障碍者

にとって，旅行・観光が一般社会との重要な接点

になっている状況がうかがえ，併せて通所施設が

知的障碍者の団体旅行に積極的な点も抽出された．

注目すべき点は，他種の障碍者の回答には，目的

地に「ホテル」および「旅館」というものが多数

含まれていたが，知的障碍者については「保養所」

という回答が目立ち，ホテルなどの一般宿泊施設

の利用も事実上制限されている状況を認識できる． 
5.3 長時間移動時の利用交通手段の構成(全国) 

5.3.1 視覚障碍者の場合 

  等級ごとで平均移動手段数に多少の差異が数値

上見られたが，有意水準5％のKruskal-Wallis検
定の結果，統計的な有意差ではないことが確認さ

れた(p=0.1443)．個人レヴェルで見れば，等級に

関係なく1手段～4手段の利用を交え最終的に平

均2手段～3手段の利用に落ち着くパタ－ンであ

ることが判る．利用1手段の多数は，総体的に自

家用車の単独利用によるものが多く，視覚障碍者

は他の障碍者に比べて自家用車の単独使用率が高

かった．長時間移動のトリップ総数を見ても判る

ように，長時間移動環境に多様な障壁が存在する

ものと考えられ，公共性の強い環境下での移動を

回避する傾向が強い状況を示す結果になった． 
  一方，3 手段以上の利用が約半数を占めている

が，これは末端区間でタクシ－や家族または他人

の送迎を旺盛に活用していることに起因している．

さらに詳しく出発地名と目的地名を見ると，路線

バスのフリ－クエンシ－が高くてもタクシ－また

は家族や他人の送迎を活用するケ－スが多かった．

これも，視覚障碍者が公共性の強い環境での移動

を回避する傾向が強い現況を証明する結果である． 
5.3.2聴覚障碍者の場合 

  等級ごとで平均移動手段数に多少のばらつきが

数 値上見られたが，有意水準 5 ％の

Kruskal-Wallis検定の結果，統計的な有意差では

ないことが確認された(p=0.2306)．一方，平均利

用手段数についても，障碍群間で有意水準 5％の

Kruskal-Wallis検定を行った．結果，統計的有意

差が見られ(p=8.53e－35)，多重比較を行った． 
  聴覚障碍者は，下肢・上肢・内部・知的の各種

障碍者群との間で統計的に有意な差が確認されて

いる．利用手段の内訳を見ても健常者とほぼ変わ

らない内容になっており，他の障碍者グル－プと

比較しても，全般的に等級を超えて移動手段数が

多くなっている．前述の移動の回数も勘案すると，

他の障碍者に比べ多くの手段を利用し，より遠方

に多数外出している状況がうかがえる．利用手段

を具体的に見ても，夜行高速バスやフェリ－など

視覚障碍者が利用しない手段の利用が確認された． 
5.3.3 肢体障碍者の場合 

  有意水準 5％の Kruskal-Wallis 検定と多重比

較を各障碍クラスの等級間で行ったところ，上肢

障碍者と下肢障碍者で統計的有意差が確認された

(上肢p=1.44e-4，下肢p=4.05e-8)．上肢障碍者で

は2級と1・4・5級の間で有意な差が見られ，障

碍が重くなるほど利用可能な手段が【資料 2】に

示す形で減っていくことを示している．一方の下

肢障碍者では，5 級と 1・2・3・4 の各級との間

に有意差が生じた．手段数は5級がもっとも多い

ため，5 級以降の軽障碍を持つ人とそれより重度

の人の間で利用できる移動手段の数に上記のよう

な格差が生じる可能性が高い点を示している． 
  体幹障碍者については，統計的な有意差が確認

されず，全体で平均 2－3 手段の利用が一般的と

考えられる(p=0.0547)．全体での特徴的なことは，

自家用車やエレヴェ－タおよびリフト付きの観光

バスを利用し長時間移動をするパタ－ン(1 手段

および 2 手段の多数)と複数の公共交通手段を利

用し長時間移動をするパタ－ン( 3 手段以上)に二

別される点である．特に後者の場合，末端区間で

自家用車や他人による送迎，タクシ－を利用して

いるケ－スが目立ち，並行する路線バスの存在を

勘案すると，その改善の遅れを示す結果になった． 
  一方で，最近は下肢障碍者用の自家用車が普及

しているが，本調査では実際の利用例が極めて少

なかった．しかし，ここ数年でいわゆるウェル・

キャブの普及は目覚しいものがあり，長時間移動

環境下ゆえの結果と解釈するのが一般的と言える． 
5.3.4 内部障碍者の場合 

  有意水準 5％で Kruskal-Wallis 検定を行った



が，統計的な有意差が見られなかった(p=0.2802)．
この結果より，等級に関係なく平均 3手段前後を

利用し長時間移動を行っていることが判明した． 
  より詳細な移動状況を見ると，自家用車単独に

よる送迎と公共交通手段の利用を混用している人

が等級を超えて多く見られ，その結果が1および

4手段の多数化につながっていると思われる． 
5.3.5 知的障碍者の場合 

  ここでも有意水準 5％で Kruskal-Wallis 検定

を行ったが，統計的な有意差は確認されなかった

(p=0.1989)．結果，等級を超えて平均 2 手段～3
手段の利用で長時間移動を行っていることが判る．

移動手段の構成の傾向は，内部障碍者に似ており，

自家用車送迎単独の1手段と公共交通機関乗り継

ぎによる4手段の数が多くなっており，具体的な

行動パタ－ンを見ても，それらを取り混ぜている

結果が上記のように反映されたと考えられる． 
5.4 長時間移動環境下での改善プライオリティ 

  回答者には，長時間移動環境で改善を強く希望

する場所と障壁の組み合わせを 10 組選択しても

らった．そして，各人の回答を1位10点，2位9
点…10位1点というように55点満点で得点化し，

各改善項目の合計得点を算出した．以下では，そ

の結果をベ－スに改善を要する環境を考察する．

誌面の都合上，各障碍クラス全体の改善希望上位

10項目のみを【資料3】～【資料9】に掲載した． 
5.4.1 視覚障碍者の場合 

  全体・等級別の双方で，改善希望項目の上位に

鉄道駅にかんする項目が多数リストアップされて

いる．しかも，「鉄道駅のホ－ムで転落防止柵が未

設置の状況」「鉄道駅改札付近で乗りたい電車の

情報が不足している状況」「鉄道駅でホ－ムと車

両のすき間が広い状況」など等級を越えて指摘さ

れている項目が多い．視覚障碍者の自家用車単独

使用率の高さも考えると，本結果は視覚障碍者に

とっての鉄道に対する期待と改善の遅れを同時に

示したものと言える．昨年発表された東京都内の

身体障碍者団体(福祉ウォッチングの会)による社

会調査によると，視覚障碍者の実に3人に2人が

ホ－ムからの転落経験を持つ．まさに，7 割の視

覚障碍者がホ－ムからの転落を経験している． 
  現状では，首都圏の一部路線にしかホ－ムドア

ならびに転落防止柵が設置されておらず，地方に

向かうほどそれらの設置数は減少していく．併せ

て，ホ－ムと車両のすき間が広がり，聴覚からの

情報流入の機会も減少していく．この結果は，身

近な鉄道環境で障壁が線的・面的に解消されてい

ない状況を端的に反映した結果と結論づけられる． 
5.4.2 聴覚障碍者の場合 

  等級を超えて，最上位に中距離普通列車および

在来線特急列車内の視覚経由の案内表示が不十分

な状況に対する改善要望が集まっている．確かに

現状では，新幹線や新型の都市圏通勤電車に比べ，

既存車両を中心に視覚経由の案内表示の設置率が

低く，事故や災害などの緊急事態の情報提供には

不安を残している．この点を指摘した結果である． 
  公衆ファクシミリについては，鉄道環境・高速

道路の休憩施設・宿泊施設の三ヶ所での設置希望

が等級を超えて多数寄せられた．これを総体的に

見ると鉄道駅(特にホ－ムと改札口の間)への増設

を求める意見が目立ち，前述の結果も含めて総合

的に勘案すると，視覚障碍者と同様に鉄道環境へ

の期待と改善の遅れを同時に示した結果と解釈さ

れる．一方，観光および旅行での外出が他の障碍

者に比べて旺盛なこともあり，飛行機・定期観光

バス・一般観光バスなど，他の障碍者グル－プに

比べ高次の移動手段への改善要望が顕著であった． 
5.4.3 肢体障碍者の場合 

  肢体障碍者は，前述のとおり上肢障碍者・下肢

障碍者・体幹障碍者に分類されるが，それぞれの

障碍の特質から改善要望が結果的に類似している．

特徴的なのが，肢体不自由の種類および等級を超

えて「鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い

状況」「鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状

況」「鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況」と

いう鉄道駅にかんする改善要望が最上位三項目に

集まった点である．鉄道駅の「改札口－乗降車ホ

－ム－車内」という連続的な空間の各所に高い改

善要望が出ている点が興味深い．また，長時間の

移動手段に資する在来線の特急や中距離電車の車

内での移動困難性を指摘する意見も散見された．

この事実は，自家用車単独利用やリフト付きバス

利用により長時間移動を遂行するパタ－ンが多く

存在する状況とも，大いに関係の深い結果である． 
  一方，寺院・神社などの歴史的建造物の周辺に

対する改善要望および高速道路休憩施設のトイレ

や段差にかんする指摘が相当数抽出された．前者

では，寺院や神社などの境内および庭園の砂利道

や未舗装の状態に対する改善要望が特に強かった．

上記は，景観の歴史的価値保護とユニヴァ－サル

な仕様の導入で活発な議論が続いている環境であ

るが，肢体障碍を持つ幅広い層から高い改善要望



があがっている点は，一連の議論に一石を投じる

結果と言える．後者の高速道路休憩施設について

は，鉄道環境の対応不十分のために肢体不自由者

の高速道路利用が増えている事実を反映したもの

と解釈できる．特に，駐車場から施設建築物まで

の段差除去あるいは「2cmル－ル」適応，さらに

はトイレ内での身体安定機能の強化を求める意見

が目立った．身体安定機能の強化は，スリップや

転倒事故の発生を危惧しての示唆と考えられる． 
5.4.4内部障碍者の場合 

  内部障碍者は，全般的に長時間立ち続けるよう

な行動が困難，長距離の連続歩行が困難で，総体

的に疲労虚弱の体質である．本調査では，そうし

た身体的特徴も受け，改札口とホ－ムの間および

他社間・同社間の乗換空間を中心として，鉄道駅

構内での階段が多い状況を指摘する意見が等級を

超えて目立っている．一方，もうひとつの特徴と

して，寺院・神社・城郭などの旧跡や未舗装部分

への改善要望が多数抽出されている．本結果より，

他の障碍者に比べて交通環境での移動能力を保持

している一方，移動目的の代表格のひとつであり

ながら，景観の歴史的価値の保護という観点で特

に障壁除去が遅れている寺院・神社・城郭での改

善を集中的に求めていることが判る．まさに，寺

院・神社・城郭などの名所旧跡での景観の歴史的

価値保護とユニヴァ－サル機能・仕様の導入にか

んする議論に一石を投じる結果が導出されている． 
5.4.5 知的障碍者の場合 

  知的障碍者は文字認識に困難が伴い，文字情報

のみに依存してしまう表現やコミュニケイション

形態であると情報認識の段階で負担が大きくなる

場合が多い．ゆえに，可能な限り文字情報につけ

加えてサイン・絵文字・色彩による意味づけなど

を考慮した情報提供手法が必要になる．こうした

性格を勘案すると，現状の鉄道駅や乗換交通手段

での情報提供手法に課題が残されているのは確実

である．しかも，恒常的に利用する移動環境であ

れば情報認識・峻別能力が働くようになるが，本

調査研究対象である長時間移動環境になるとその

能力が一層低下する．この結果はそうした状況を

反映した結果と言える．特に，鉄道環境での改善

を希望する意見が多数を占めているが，知的障碍

者のバリアフリ－対策の遅れを受けた結果である．

一方で，鉄道駅の改札口とホ－ム，他社・同社間

の乗換空間での階段の多さやホ－ムの転落防止柵

の未設置を指摘する意見もまとまって抽出されて

いる．これは，知的障碍者の中に肢体障碍をあわ

せ持つ人が多い現状を反映した結果と解釈できる． 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅のホ－ムで転落防止棚が未設置の状況

2 駅の改札口で乗りたい電車の情報が不足している状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

4 鉄道駅でホ－ムの終端がわかりにくい状況

5 高速道路休憩施設で 2cm ル－ル未遵守の状況

6 駅のホ－ムで乗りたい電車の情報が不足の状況

7 鉄道駅でホ－ムと車両の間に段差がある状況

8 駅のトイレ周辺で誘導ブロックが非連続な状況

9 港湾施設内で乗船口付近に安定感がない状況

10 駅の改札－ホ－ム間で誘導ブロックが非連続な状況

【資料 3】視覚障碍者全体の改善希望項目 

 

順 位 改 善 希 望 内 容

1 在来線特急車内で視覚案内表示が不十分な状況

2 中距離電車車内で視覚案内表示が不十分な状況

3 駅の改札－ホ－ム間に公衆ファクシミリが無い状況

4 飛行機内の視覚案内表示が不十分な状況

5 通勤型電車車内で視覚案内表示が不十分な状況

6 定期観光バス内で視覚案内表示が不十分な状況

7 宿泊施設の内部で公衆ファクシミリが無い状況

8 モノレイル車内で視覚案内表示が不十分な状況

9 高速道休憩施設で公衆ファクシミリが無い状況

10 一般観光バス内で視覚案内表示が不十分な状況

 【資料 4】聴覚障碍者全体の改善希望項目 

 

順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 高速道休憩施設トイレの身体安定機能が不十分な状況

5 高速道路休憩施設内で2cmル－ル未遵守の状況

6 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

7 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

8 在来線特急車内トイレの身体安定機能が不十分な状況

9 高速道休憩施設で駐車場と施設の間の段差がカットされていない状況

10 鉄道駅のトイレの身体安定機能が不十分な状況

 【資料 5】上肢障碍者全体の改善希望項目 

 

順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

2 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

5 在来線特急車内のレイアウトにより移動がし難い状況

6 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

7 中距離電車車内のレイアウトにより移動し難い状況

8 高速道休憩施設で駐車場と施設の間の段差がカットされていない状況

9 高速道休憩施設トイレの身体安定機能が不十分な状況



10 路線バスと改札口の間の信号青時間が短い状況

 【資料 6】下肢障碍者全体の改善希望項目 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

2 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 在来線特急車内のレイアウトにより移動がし難い状況

5 高速道路休憩施設内で2cmル－ル未遵守の状況

6 駅で同会社別路線への乗換空間に階段が多い状況

7 高速道休憩施設トイレの身体安定機能が不十分な状況

8 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

9 中距離電車車内のレイアウトにより移動し難い状況

10 高速道休憩施設で駐車場と施設の間の段差がカットされていない状況

【資料 7】体幹障碍者全体の改善希望項目 

順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 駅で別会社線への乗換空間に階段が多い状況

3 駅で同会社別路線への乗換空間に階段が多い状況

4 路線バス停から寺院・神社門前までの階段が多い状況

5 路線バスから鉄道改札口までの階段が多い状況

6 タクシ－車内から寺院神社門前までの階段が多い状況

7 タクシ－車内から鉄道改札口までの階段が多い状況

8 自家用車駐車場から鉄道改札口までの階段が多い状況

9 城 郭 内 に 階 段 が 多 い 状 況

10 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

 【資料 8】内部障碍者全体の改善希望項目 

順 位 改 善 希 望 内 容

1 改札口で乗りたい電車の情報が不足している状況

2 駅のバス停で乗りたいバスの情報が不足している状況

3 鉄道駅電停で乗りたい電車の情報が不足している状況

4 鉄道駅の改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

5 駅のホ－ムで乗りたい電車の情報が不足している状況

6 駅で別会社線への乗換空間に階段が多い状況

7 駅で同会社別路線への乗換空間に階段が多い状況

8 鉄道駅のホ－ムに転落防止柵が未設置の状況

9 自宅から最寄りのバス停で乗りたいバスの識別が困難な状況

10 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

 【資料 9】知的障碍者全体の改善希望項目 

 

5.5 都市規模が長時間移動に与える影響の考察 

  本項では，「都市の性格差が障碍者の長時間移

動に与える影響」を考察する．統計学的な有意性

も考慮し，小都市群(人口密度 100 人未満～人口

密度1000人以上3000人未満：人口比率59)と大

都市群(人口密度3000人以上5000人未満～人口

密度 10000 人以上)で調査対象都市を分類した．

「長時間移動のトリップ数への影響」「長時間移

動の利用手段構成への影響」を考察する過程では，

ノンパラメトリックな平均差の検定手法である

Mann-Whiteney 法を用い，以下に結果を示す合

計 26 グル－プ間での平均トリップ数ならびに平

均利用手段数を検定した．その結果をもとにし，

都市の規模＝公共交通環境の規模が，障碍者全般

の長時間移動に与える影響を考察したものが以下

の記述である．なお，有意水準は5％に設定した． 

5.5.1 トリップ数と利用手段数に与える影響 

(A) 視覚障碍者の場合 

(分析a)「視覚・小都市・1級」と「視覚・大都市・

1級」の平均差検定と考察 

  小都市で22人，大都市で25人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 3.80 回/5 年・

大都市が 3.52 回/5 年で，統計学的に有意な差が

確認された．本結果より，大都市の視覚障碍者 1
級の人々が，小都市の視覚障碍者1級の人々に比

べて若干移動回数が少ない傾向が判った．移動手

段数では，小都市が2.26 手段/回・大都市が1.90
手段/回で統計学的な有意差は確認されなかった．

上記の結果より，都市の規模に関係なく平均 2手

段前後の手段利用に落ち着いている傾向が判る． 

(分析b)「視覚・小都市・2級」と「視覚・大都市・

2級」の平均差検定 

  小都市で20人，大都市で19人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 4.60 回/5 年・

大都市が 6.15 回/5 年で，統計学的に有意な差が

確認された．本結果より，大都市の視覚障碍者 2
級の人々が，小都市の視覚障碍者2級の人々に比

べ移動回数が多くなる傾向が判った．移動手段数

では，小都市が2.44手段/回・大都市が2.42手段

/回で統計学的な有意差は確認されなかった．上記

の結果より，都市の規模に関係なく，平均 2～3
手段の手段利用に落ち着いている傾向が判る． 

(分析c)「視覚・小都市・3級」と「視覚・大都市・

3級」の平均差検定 

  小都市で33人，大都市で17人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 6.30 回/5 年・

大都市が 7.00 回/5 年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．都市規模に関係なく，平均 6
～7 回の移動に落ち着いている傾向が判る．移動

手段の数では，小都市が 2.31 手段/回・大都市が

2.45手段/回で，統計学的に有意な格差が確認され

た．上記の結果より，大都市の視覚障碍者 3級の

人々が小都市の視覚障碍者 3級の人々に比べ，若

干移動手段を多く利用する傾向が判明した． 

(分析d)「視覚・小都市・4級以下」「視覚・大都

市・4級以下」の平均差検定(※大都市に

5級視覚障碍者が一部含まれている) 



  小都市で9人，大都市で9人の有効回答があっ

た．トリップ数では，小都市が 8.00 回/5 年・大

都市が 8.22 回/5 年で，統計学的に有意な差は確

認されなかった．本結果より，都市規模に関係な

く，平均およそ 8回の移動に落ち着いている点が

判る．移動手段数についても，小都市が2.19手段

/回・大都市が2.39手段/回で，統計学的に有意な

差は確認されなかった．上記結果より，都市の規

模に関係なくワントリップあたり平均 2～3 の交

通手段の利用に落ち着いている傾向が判った． 

※視覚障碍者にかんする特記事項 

  最重度の1級では大都市でトリップ数が少なく，

2 級ではトリップ数が多くなっている．3 級と 4
級以下では有意な差が見られなかった．有効回答

の 1 級視覚障碍者には全盲者も多数含まれてお

り，都市規模が大きくなると最重度視覚障碍者の

長時間外出が困難になる状況が把握される． 

(B) 聴覚障碍者の場合 

(分析e)「聴覚・小都市・2級」と「聴覚・大都市・

2級」の平均差検定 

  小都市で32人，大都市で16人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が10.40回/5年・

大都市が10.50回/5年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．本結果より，都市規模に関係

なく，平均約 10 回の移動に落ち着いている傾向

が判る．移動手段数では，小都市が3.11手段/回・

大都市が 3.36 手段/回で統計学的に有意な差は確

認されなかった．上記の結果より，都市規模に関

係なく，ワントリップあたり平均 3強の交通手段

利用に落ち着いている傾向が判明した． 

(分析f)「聴覚・小都市・3級」と「聴覚・大都市・

3級」の平均差検定 

  小都市で 16 人，大都市で 6 人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が14.88回/5年・

大都市が13.67回/5年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．本結果より，都市の規模に関

係なく 14 回前後の移動に落ち着いている傾向が

判る．移動手段数では，小都市が 2.98 手段/回・

大都市が 3.48 手段/回で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．上記の結果より，都市の規模

に関係なく，ワントリップあたり平均 3前後の交

通手段の利用に落ち着いている傾向が判明した． 

(分析g)「聴覚・小都市・4級」と「聴覚・大都市・

4級」の平均差検定 

  小都市で27人，大都市で24人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が17.52回/5年・

大都市が16.98回/5年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．本結果より，都市規模に関係

なく，17回前後の移動に落ち着いている傾向が判

る．移動手段数では，小都市が 3.29 手段/回・大

都市が 3.63 手段/回で，統計学的に有意な格差は

確認されなかった．上記結果より，都市の規模に

関係なくワントリップあたり平均 3～4 の交通手

段利用に落ち着いている傾向が判明した． 

(分析h)「聴覚・小都市・6級」と「聴覚・大都市・

6級」の平均差検定 

  小都市で20人，大都市で18人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が22.70回/5年・

大都市が23.44回/5年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．都市の規模に関係なく，23回

前後の移動に落ち着いている傾向が判った．移動

手段数では，小都市が3.06手段/回・大都市が3.85
手段/回で，統計学的に有意な差が確認された．上

記の結果より，大都市の聴覚障碍者 6級の人々が

小都市の聴覚障碍者 6級の人々に比べ，移動手段

を多く利用している傾向が判明した． 

※聴覚障碍者にかんする特記事項 

  大都市の聴覚障碍者6級の人々が，小都市の聴

覚障碍者6級の人々に比べて移動手段をより多く

利用している傾向が判明した．聴覚障碍者の場合，

総体的にトリップ数も他の障碍者に比べて多く，

移動手段の構成もより健常者に近いものとなって

いる．とりわけ，大都市の 6級聴覚障碍者の場合，

公共交通手段をこまめに利用しながら一層長距離

のトリップを経験している場合が多く，規模の大

きい都市圏域から地方圏域にかけて公共交通環境

を利用しやすい状況にあることが判った． 

(C) 上肢障碍者の場合 

(分析i)「上肢・小都市・1級」と「上肢・大都市・

1級」の平均差検定 

  小都市で 30 人，大都市で 9 人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 5.93 回/5 年・

大都市が 5.33 回/5 年で統計学的な有意差は確認

されなかった．本結果より，都市規模に関係なく，

5～6 回前後の移動に落ち着いている傾向が判る．

移動手段数では，小都市が 1.96 手段/回・大都市

が 2.22 手段/回で，統計学的に有意な格差は確認

されなかった．上記の結果より，都市の規模に関

係なく，ワントリップあたり平均 2前後の交通手

段の利用に落ち着いている傾向が判明している． 

(分析j)「上肢・小都市・2級」と「上肢・大都市・

2級」の平均差検定 



  小都市で43人，大都市で19人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が10.53回/5年・

大都市が10.00回/5年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．本結果より，都市規模に関係

なく，10～11回前後の移動に落ち着いている傾向

が判る．移動手段数では，小都市が2.30手段/回・

大都市が 2.51 手段/回で統計学的に有意な格差は

確認されなかった．上記結果より，都市規模に関

係なくワントリップあたり平均 2～3 の交通手段

の利用に落ち着いていることが判明した．   

(分析k)「上肢・小都市・3級」と「上肢・大都市・

3級」の平均差検定 

  小都市で62人，大都市で34人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が14.10回/5年・

大都市が14.88回/5年で統計学的に有意な差は確

認されなかった．都市規模に関係なく，14～15
回前後の移動に落ち着いている傾向が判る．移動

手段数では，小都市が2.57手段/回・大都市が3.03
手段/回で，統計学的に有意な差が確認された．上

記の結果より，大都市の上肢障碍者3級の人々が

小都市の上肢障碍者3級の人々に比べて移動手段

をより多く利用している点が判った．   

(分析l)「上肢・小都市・4級以下」「上肢・大都

市・4級以下」の平均差検定(※4級以下に

は5級と6級が含まれる) 

  小都市では53人，大都市では37人の有効回答

があった．トリップ数では，小都市が 18.00 回/5
年・大都市が28.85回/5年で，統計学的に有意な

差が確認された．上記の結果より，大都市の上肢

障碍者4級以下の人々が，小都市の上肢障碍者4
級以下の人々に比べ，移動回数が多い傾向が判っ

た．移動手段数では，小都市が 2.63 手段/回・大

都市が 2.80 手段/回で統計学的な有意差は確認さ

れなかった．結果，都市規模に関係なく 2～3 手

段の利用に落ち着いている傾向が判る．   

※上肢障碍者の特記事項 

  大都市の上肢障碍者3級の人々が，小都市の聴

覚障碍者3級の人々に比べ，移動手段を多く利用

している点が判った．トリップ内容を詳しく見る

と，手段構成で大都市圏域の人々が公共交通を一

層多く利用しており，その結果が反映されたもの

と考えられる．併せて，大都市の上肢障碍者 4級

以下の人々が，小都市の上肢障碍者 4 級以下の

人々に比べて，移動回数が多い傾向が判った．上

記の結果を勘案すると，大都市圏域を中心とする

片道2時間エリアと小都市圏域を中心とする片道

2時間エリアで 4級以下の軽度上肢障碍者の移動

環境に格差が生じている状況を認識できる． 
(D) 下肢障碍者の場合 

(分析m)「下肢・小都市・1級」と「下肢・大都市・

1級」の平均差検定 

  小都市で64人，大都市で41人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 6.55 回/5 年・

大都市が 6.44 回/5 年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．都市規模に関係なく，6～7回

前後の移動に落ち着いている傾向が判る．移動手

段数では，小都市が1.94 手段/回・大都市が2.28
手段/回で，統計学的に有意な格差が確認された．

上記の結果より，大都市の下肢障碍者 1級の人々

が，小都市の下肢障碍者 1 級の人々と比較して，

移動手段をより多く利用している点が判明した． 

(分析n)「下肢・小都市・2級」と「下肢・大都市・

2級」の平均差検定 

  小都市で38人，大都市で15人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が13.11回/5年・

大都市が12.27回/5年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．本結果より，都市規模に関係

なく，13回前後の移動に落ち着いている傾向が判

る．移動手段の数では，小都市が 2.61 手段/回・

大都市が 2.62 手段/回で統計学的に有意な格差は

確認されなかった．上記の結果より，都市規模に

関係なくワントリップあたり，2～3の交通手段の

利用に落ち着いていることが判明した． 

(分析o)「下肢・小都市・3級」と「下肢・大都市・

3級」の平均差検定 

  小都市で53人，大都市で51人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が13.43回/5年・

大都市が13.69回/5年で統計学的に有意な差は確

認されなかった．都市規模に関係なく 13～14 回

前後の移動に落ち着いている傾向が判る．移動手

段数では，小都市が2.60 手段/回・大都市が2.90
手段/回で，統計学的に有意な差が確認された．上

記の結果より，大都市の下肢障碍者 3級の人々が

小都市の下肢障碍者 3級の人々に比べ，移動手段

をより多く利用している点が判った． 

(分析p)「下肢・小都市・4級以下」「下肢・大都

市・4級以下」の平均差検定(※4級以下に

は5級と6級が含まれる) 

  小都市では45人，大都市では58人の有効回答

があった．トリップ数では，小都市が 18.18 回/5
年・大都市が20.91回/5年で，統計学的な有意差

は確認されなかった．都市規模に関係なく，18～



20回ほどの移動に落ち着いている傾向が判る．移

動手段の数では，小都市が 2.55 手段/回・大都市

が2.89手段/回で，統計学的有意差が確認された．

結果より，大都市の下肢障碍者 4級以下の人々が

小都市の下肢障碍者 4級以下の人々に比べ，移動

手段を多く利用している点が判った． 

※下肢障碍者にかんする特記事項 

  全般的に，大都市の下肢障碍者が小都市の下肢

障碍者に比べ，移動手段を多く利用する傾向が判

った．ワントリップの移動手段構成も勘案すると，

大都市圏域の下肢障碍者の方が，小都市圏域の下

肢障碍者に比べ，公共交通手段をこまめに利用し

て長時間の移動をしやすい状況にあることが判る． 

(E) 体幹障碍者の場合 

(分析 q)「体幹・小都市・重度」と「体幹・大都

市・重度」の平均差検定(※重度＝1級と

2級を含む) 

  小都市で47人，大都市で12人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 8.47 回/5 年・

大都市が 8.83 回/5 年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．上記結果より，都市の規模に

関係なく，8～9回前後の移動に落ち着いている傾

向が判る．移動手段の数では，小都市が2.30手段

/回・大都市が2.50手段/回で統計学的に有意な格

差は確認されなかった．上記結果より，都市規模

に関係なくワントリップあたり平均 2～3 の交通

手段の利用に落ち着いていることが判明した．   

(分析r)「体幹・小都市・ 3級」と「体幹・大都

市・ 3級」の平均差検定 

  小都市で37人，大都市で11人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が14.32回/5年・

大都市が13.82回/5年で統計学的に有意な差は確

認されなかった．都市規模に関係なく，14回前後

の移動に落ち着いている傾向が判る．移動手段数

では，小都市が2.42手段/回・大都市が2.95手段

/回で，統計学的に有意な格差が確認された．上記

の結果より，大都市の体幹障碍者 3級の人々が小

都市の体幹障碍者 3級の人々に比べ，移動手段を

より多く利用している傾向が判明している． 

(分析s)「体幹・小都市・ 5級」と「体幹・大都

市・ 5級」の平均差検定 

  小都市で7人，大都市で6人の有効回答があっ

た．トリップ数では，小都市が27.00回/5年・大

都市が23.00回/5年で統計学的に有意な差は確認

されなかった．本結果より，都市規模に関係なく，

23～27回の移動に落ち着いている傾向が判る．移

動手段の数では，小都市が 2.80 手段/回・大都市

が 2.71 手段/回で統計学的に有意な格差は確認さ

れなかった．上記の結果より，都市の規模に関係

なくワントリップあたり，平均で 2～3 の交通手

段の利用に落ち着いている傾向が判明した． 

※体幹障碍者にかんする特記事項 

  大都市の体幹障碍者3級の人々が，小都市の体

幹障碍者3級の人々に比べて移動手段をより多く

利用している点が判った．移動手段の構成も勘案

すると，公共交通環境の利用可能性(利用し易いか，

し難いか)に起因する結果と考えられる． 

(F) 内部障碍者の場合 

(分析 t)「内部・小都市・重度」と「内部・大都

市・重度」の平均差検定(※重度＝1 級

と2級を含む) 

  小都市で79人，大都市で85人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 7.82 回/5 年・

大都市が 7.93 回/5 年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．本結果より，都市規模に関係

なく，平均 8回弱の移動に落ち着いている傾向が

判る．移動手段数では，小都市が 2.76 手段/回・

大都市が 2.90 手段/回で，統計学的に有意な格差

は確認されなかった．上記の結果より，都市の規

模に関係なくワントリップあたり，平均 2～3 の

交通手段の利用に落ち着いていることが判明した． 
(分析u)「内部・小都市・ 3級」と「内部・大都

市・ 3級」の平均差検定 

  小都市で52人，大都市で23人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が12.68回/5年・

大都市が13.78回/5年で，統計学的に有意な差が

確認された．上記結果より，大都市の内部障碍者

3 級の人々が，小都市の内部障碍者3級の人々に

比べ移動回数が多い傾向が判った．移動手段数で

は，小都市が 3.02 手段/回・大都市が 3.29 手段/
回で，統計学的に有意な差は確認されなかった．

上記の結果より，都市規模に関係なく平均 3手段

強の利用に落ち着いている傾向が判った． 
(分析v)「内部・小都市・ 4級」と「内部・大都

市・ 4級」の平均差検定 

  小都市で51人，大都市で20人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が18.63回/5年・

大都市が21.20回/5年で統計学的に有意な差は確

認されなかった．上記結果より，都市規模に関係

なく，19～21回の移動に落ち着いている傾向が判

る．移動手段の数では，小都市が 2.93 手段/回・

大都市が 3.29 手段/回で，統計学的に有意な格差



は確認されなかった．上記結果より，都市の規模

に関係なくワントリップあたり，平均 3手段の利

用に落ち着いている傾向が判明している． 
※内部障碍者にかんする特記事項 

  大都市の内部障碍者3級の人々が，小都市の内

部障碍者3級の人々に比べて移動回数が多い傾向

が判った．およそワントリップ分の差が確認され

るが，大都市圏域では小都市圏域に比べ一回の外

出で往復以外のトリップを追加的に行う傾向が多

数見られ，追加移動を可能にさせるような環境が

連続的に整備されている状況を反映している． 

(G) 知的障碍者の場合 

(分析 w)「知的・小都市・最重度」と「知的・大

都市・最重度」の平均差検定 

  小都市で11人，大都市で19人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 4.00 回/5 年・

大都市が 3.58 回/5 年で統計学的に有意な差は確

認されなかった．上記の結果より，都市の規模に

関係なく約 3～4 回の移動に落ち着いている傾向

が判る．移動手段数では，小都市が2.41手段/回・

大都市が 2.28 手段/回で，統計学的に有意な格差

は確認されなかった．上記の結果より，都市の規

模に関係なくワントリップあたりで，平均して 2
～3 手段の利用に落ち着いていることが判明した． 

(分析 x)「知的・小都市・重度」と「知的・大都

市・重度」の平均差検定 

  小都市で32人，大都市で21人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 7.66 回/5 年・

大都市が 8.29 回/5 年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．本結果より，都市規模に関係

なく 8 回前後の移動に落ち着いている傾向が判

る．移動手段の数では，小都市が 2.57 手段/回・

大都市が 3.19 手段/回で，統計学的に有意な格差

は確認されなかった．上記の結果より，都市規模

に関係なく，ワントリップあたりで平均して 3手

段前後の利用に落ち着いていることが判明した． 

(分析 y)「知的・小都市・中度」と「知的・大都

市・中度」の平均差検定 

  小都市で20人，大都市で23人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が 9.95 回/5 年・

大都市が 9.39 回/5 年で，統計学的に有意な差は

確認されなかった．上記の結果より，都市規模に

関係なく9－10回の移動に落ち着いている傾向が

判る．移動手段数では，小都市が 2.75 手段/回・

大都市が 3.14 手段/回で，統計学的に有意な格差

は確認されなかった．上記の結果より，都市規模

に関係なく，ワントリップあたりで平均して 3手

段前後の利用に落ち着いていることが判明した． 
(分析 z)「知的・小都市・軽度」と「知的・大都

市・軽度」の平均差検定 

  小都市で20人，大都市で15人の有効回答があ

った．トリップ数では，小都市が13.70回/5年・

大都市が13.33回/5年で統計学的に有意な差は確

認されなかった．上記の結果より，都市の規模に

関係なく 13～14 回の移動に落ち着いている傾向

が判る．移動手段数では，小都市が2.81手段/回・

大都市が 3.13 手段/回で，統計学的な有意差は確

認されなかった．上記結果より，都市規模に関係

なくワントリップあたりで平均して3手段前後の

利用に落ち着いていることが判明した． 

※知的障碍者にかんする特記事項 

  上記より，総体的にトリップ数や移動手段数に

都市規模は影響しないと考えられる．地域を越え

た画一的で連続的な障壁除去の展開が必要である． 

5.5.2 長時間移動環境下の課題と都市規模の関係 

  本項では，障碍者の長時間移動環境下での課題

に都市の規模が与える影響について考察していく．

【資料10】～【資料23】を併せて参照頂きたい． 

(A) 視覚障碍者の場合 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅のホ－ムで転落防止柵が未設置の状況

2 駅改札口で乗りたい電車の情報が不足している状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

4 鉄道駅でホ－ムの終端が分からない状況

5 高速道休憩施設で2cmル－ルが未遵守の状況

6 駅ホ－ムで乗りたい電車の情報が不足している状況

7 港で乗船口付近に安定感がない状況

8 鉄道駅でホ－ムと車両の間に段差がある状況

9 駅周辺の路線バス乗り場で乗りたいバスの情報が不足

10 鉄道駅のトイレ周辺で誘導ブロックが非連続の状況

【資料 10】小都市在住視覚障碍者の課題 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅のホ－ムで転落防止柵が未設置の状況

2 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

3 駅改札口で乗りたい電車の情報が不足している状況

4 鉄道駅でホ－ムの終端が分からない状況

5 駅ホ－ムで乗りたい電車の情報が不足している状況

6 高速道路休憩施設で2cmル－ルが未遵守の状況

7 駅のトイレ周辺で誘導ブロックが非連続の状況

8 鉄道駅でホ－ムと車両の間に段差がある状況

9 駅で改札－ホ－ムまでの誘導ブロックが非連続な状況

10 港で乗船口付近に安定感がない状況

【資料 11】大都市在住視覚障碍者の課題 

(考察) 



  希望優先順位が高い項目は，ほぼ同様であった．

ただし，小都市では「鉄道駅周辺の路線バス乗り

場で乗りたいバスの情報が不足」，大都市では「鉄

道駅で改札からホ－ムまでの誘導ブロックが非連

続な状況」という項目が単独で上位に入っている．

前者の場合は，地方のバス停付近におけるインテ

リジェント対応(いわゆるマルティメディア対応)

の遅れと都市圏での積極的導入の流れを前提にし

た結果と解釈できる．一方の後者は，都市圏での

誘導ブロックの高い敷設レヴェルと地方部での低

い敷設レヴェルを前提にしての結果と解釈できる． 

(B) 聴覚障碍者の場合 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 在来線特急車内で視覚案内表示が不十分な状況

2 中距離電車車内で視覚案内表示が不十分な状況

3 駅の改札－ホ－ムに公衆ファクシミリが未設置の状況

4 飛行機内の視覚案内表示が不十分な状況

5 通勤型電車内の視覚案内表示が不十分な状況

6 宿泊施設内部で公衆ファクシミリ未設置の状況

7 定期観光バス内の視覚案内表示が不十分な状況

8 高速道休憩施設で公衆ファクシミリが未設置の状況

9 モノレイル車内で視覚案内表示が不十分な状況

10 一般観光バス内の視覚案内表示が不十分な状況

【資料 12】小都市在住聴覚障碍者の課題 

 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 在来線特急車内で視覚案内表示が不十分な状況

2 中距離電車車内で視覚案内表示が不十分な状況

3 通勤型電車内の視覚案内表示が不十分な状況

4 駅の改札－ホ－ムに公衆ファクシミリが未設置の状況

5 飛行機内の視覚案内表示が不十分な状況

6 定期観光バス内の視覚案内表示が不十分な状況

7 モノレイル車内で視覚案内表示が不十分な状況

8 遊覧船船内の視覚案内表示が不十分な状況

9 宿泊施設内部で公衆ファクシミリ未設置の状況

10 一般観光バス内の視覚案内表示が不十分な状況

【資料 13】大都市在住聴覚障碍者の課題 

 

(考察) 

  小都市・大都市ともに，改良希望優先順位の高

い項目は，ほぼ同様であった．しかし，小都市で

「高速道路休憩施設で公衆ファクシミリが未設置

の状況」が，大都市で「遊覧船船内の視覚案内表

示が不十分な状況」が単独で上位に入った．地方

都市－地方都市間あるいは地方都市－大都市間の

公共交通環境には問題点が多く，その状況を補う

上で，地方都市の聴覚障碍者が，高速道路経由の

送迎を利用している可能性は高い．前者はそうし

た状況を反映した結果と解釈できる．後者からは，

大都市圏の視覚障碍者が，長時間移動の先にある

湖沼の遊覧に対し不安を感じている状況がわかる． 

(C) 上肢障碍者の場合 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 鉄道駅で自動券売機に手が届き難い状況

5 高速道休憩施設内トイレの身体安定機能が不十分な状況

6 在来線特急車内トイレの身体安定機能が不十分な状況

7 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

8 高速道路休憩施設内で2cmル－ル未遵守の状況

9 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

10 高速道路休憩施設で駐車場と施設の間の段差がカットされていない状況

【資料 14】小都市在住上肢障碍者の課題 

 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 高速道休憩施設内トイレの身体安定機能が不十分な状況

5 高速道路休憩施設内で2cmル－ル未遵守の状況

6 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

7 鉄道駅のトイレの身体安定機能が不十分な状況

8 在来線特急車内トイレの身体安定機能が不十分な状況

9 路線バスと改札口の間の信号青時間が短い状況

10 高速道路休憩施設で駐車場と施設の間の段差がカットされていない状況

【資料 15】大都市在住上肢障碍者の課題 

 

(考察) 

  小都市と大都市で，二つの項目が単独で上位に

入っている．小都市では，「鉄道駅で自動券売機に

手が届き難い状況」と「鉄道駅で同会社の別路線

への乗換空間に階段が多い状況」が入っている．

前者については，動作範囲の性格などから，上肢

障碍者に相応しくないとされる傾斜型タッチパネ

ル式券売機の都市部を中心にした普及が要因とし

てあげられる．後者については，下肢や体幹との

複合障碍を持つものが少なからずおり，そうした

状況を反映した結果と解釈できる．一方の大都市

では，「鉄道駅のトイレの身体安定機能が不十分

な状況」と「路線バスと改札口の間の信号青時間

が短い状況」が単独であがった．前者については，

地方に向かうほど手すりなどの身体安定装置の水

準が低くなる可能性が高く，その状況を勘案した

結果と解釈できる．後者は，意外な結果と言える

が，岡山市内ほか一部都市のバスタ－ミナルでは



指摘されている事柄であり，従前の実体験や前述

の複合障碍などを反映した結果として解釈できる． 

(D) 下肢障碍者の場合 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

5 在来線特急車内のレイアウトにより移動がし難い状況

6 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

7 中距離電車のレイアウトから移動し難い状況

8 高速道休憩施設で駐車場－施設の段差が多い状況

9 高速道休憩施設内トイレの身体安定機能が不十分な状況

10 路線バスと改札口の間の信号青時間が短い状況

【資料 16】小都市在住下肢障碍者の課題 

 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

2 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

5 在来線特急車内のレイアウトにより移動がし難い状況

6 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

7 中距離電車のレイアウトから移動し難い状況

8 高速道路休憩施設で駐車場－施設の段差が多い状況

9 高速道路休憩施設内のトイレの床が滑りやすい状況

10 路線バスと改札口の間の信号青時間が短い状況

【資料 17】大都市在住下肢障碍者の課題 

(考察) 

  希望優先順位が高い項目は，小都市と大都市で

ほとんど差がなかった．小都市では「高速道路休

憩施設のトイレの身体安定機能が不十分な状況」，

大都市では「高速道路休憩施設内のトイレの床が

材質上滑りやすい状況」が単独であげられている．

しかし，前者は大都市で 12 位，後者は小都市で

11位に入っており，10位とも僅差となっている．

結果的に，小都市・大都市という都市の規模を超

えて高速道路上休憩施設内の安全管理面への指摘

が目立っており，下肢障碍者の期待がうかがえる． 
(E) 体幹障碍者の場合 

順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

2 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 在来線特急車内のレイアウトにより移動がし難い状況

5 高速道路休憩施設内で2cmル－ル未遵守の状況

6 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

7 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

8 中距離電車のレイアウトから移動し難い状況

9 高速道路休憩施設で駐車場と施設の間の段差がカットされていない状況

10 高速道休憩施設のトイレの身体安定機能が不十分な状況

【資料 18】小都市在住体幹障碍者の課題 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

3 鉄道駅でホ－ムと車両の段差がある状況

4 在来線特急車内のレイアウトにより移動がし難い状況

5 駅で同じ会社の別路線への乗換空間に階段が多い状況

6 高速道路休憩施設内で2cmル－ル未遵守の状況

7 高速道休憩施設内トイレの身体安定機能が不十分な状況

8 高速道路休憩施設内のトイレの床が滑りやすい状況

9 駅で別会社路線への乗換空間に階段が多い状況

10 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

【資料 19】大都市在住体幹障碍者の課題 

(考察) 

  体幹障碍者でも改良優先順位が高い項目のほと

んどが同様であった．ただし，小都市では「中距

離電車のレイアウトから移動しにくい状況」「高

速道路休憩施設内で駐車場と施設の間の段差が多

い状況」が単独で上位に入った．前者については，

地方都市間－大都市間および地方都市－地方都市

間の公共交通環境劣性の下での中距離型電車への

期待を現わした結果である．後者についても，同

様の背景からの意見と考えられる．一方の大都市

では，「高速道路休憩施設内のトイレの床が材質

上滑り易い状況」「鉄道駅で別の会社の路線への

乗換空間に階段が多い状況」が単独で指摘された．

前者は，小都市の場合と同様の背景による意見と

解釈できる．後者は，大都市に比べて一層バリア

フリ－化が遅れている地方部で，特に JR 各線－

会社線での進捗状況を勘案した結果と解釈できる． 

(F) 内部障碍者の場合 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 駅で別会社路線への乗換空間に階段が多い状況

3 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

4 バス停から寺院神社門前までの階段が多い状況

5 路線バスから鉄道改札口までの階段が多い状況

6 タクシ－から寺院・神社門前までの階段が多い状況

7 タクシ－車内から鉄道改札口までの階段が多い状況

8 城 郭 内 に 階 段 が 多 い 状 況

9 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

10 自家用車駐車場から鉄道改札口までの階段が多い状況

【資料 20】小都市在住内部障碍者の課題 

(考察) 

  内部障碍者については，小都市・大都市ともに

上位にあがった改良希望項目が同様であった．前

述の内部障碍者の特性(全般的に長時間立ち続け



るような行動が困難，長距離の連続歩行が困難で，

総体的に疲労虚弱の体質)を反映した結果である． 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 鉄道駅で改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

2 駅で同社別路線への乗換空間に階段が多い状況

3 駅で別会社路線への乗換空間に階段が多い状況

4 バス停から寺院神社門前までの階段が多い状況

5 タクシ－から寺院・神社門前までの階段が多い状況

6 路線バスから鉄道改札口までの階段が多い状況

7 自家用車駐車場－改札口までの階段が多い状況

8 タクシ－から鉄道改札口までの階段が多い状況

9 城 郭 内 に 階 段 が 多 い 状 況

10 寺院・神社の境内が未舗装で歩き難い状況

【資料 21】大都市在住内部障碍者の課題 

(G) 知的障碍者の場合 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 改札口付近で乗りたい電車の情報が不足している状況

2 駅のバス停で乗りたいバスの情報が不足している状況

3 鉄道駅電停で乗りたい電車の情報が不足している状況

4 鉄道駅の改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

5 駅のホ－ムで乗りたい電車の情報が不足している状況

6 鉄道駅で別会社路線への乗換空間に階段が多い状況

7 鉄道駅で同会社別路線への乗換空間に階段が多い状況

8 鉄道駅のホ－ムに転落防止柵が未設置の状況

9 自宅から最寄りのバス停で乗りたいバスの識別が困難な状況

10 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

【資料 22】小都市在住知的障碍者の課題 
順 位 改 善 希 望 内 容

1 改札口付近で乗りたい電車の情報が不足している状況

2 鉄道駅のバス停で乗りたいバスの情報が不足している状況

3 鉄道駅電停で乗りたい電車の情報が不足している状況

4 鉄道駅の改札口とホ－ムの間に階段が多い状況

5 駅のホ－ムで乗りたい電車の情報が不足している状況

6 鉄道駅で別会社路線への乗換空間に階段が多い状況

7 鉄道駅で同会社別路線への乗換空間に階段が多い状況

8 鉄道駅のホ－ムに転落防止柵が未設置の状況

9 自宅から最寄りのバス停で乗りたいバスの識別が困難な状況

10 鉄道駅でホ－ムと車両のすき間が広い状況

【資料 23】大都市在住知的障碍者の課題 

(考察) 

  知的障碍者についても，小都市・大都市ともに

上位 10 項目にあがった改良希望項目は同様であ

った．全般的に，知的障碍者特有の情報判断能力

の劣性と他の障碍との複合ケ－ス(肢体不自由な

ど)が多い状況を直接反映した結果と解釈できる．   

5.6 ネットワ－ク経由の情報交換の是非(全国) 

5.6.1 視覚障碍者の場合 

  回答者154人全員が「参加したくない」と答え

ている．理由はほぼ 100％，コンピュ－タ利用が

現状では難しいからというものである．視覚障碍

者向けのコンピュ－タ利用支援の研究も進められ

ているが，そうした動向に反する結果になった． 
5.6.2 聴覚障碍者の場合 

  結果は，「参加したい」が104人，「参加したく

ない」が55人であった．「参加したい」が「参加

したくない」を上回ったのは聴覚障碍者のみであ

った．聴覚障碍者が，他の障碍グル－プに比べて

長時間移動をしやすい状況にあることは前述した

が，コンピュ－タの利用にも身体的な支障がほと

んどなく，移動にかんする一層の情報取得と社会

参加を求めている状況にあることが認識できた． 
5.6.3 肢体障碍者の場合 

  下肢・上肢・体幹の各グル－プで，「参加したい」

が「参加したくない」を多少下回る結果になって

いる(上肢＝137:150・下肢＝166:199・体幹＝

56:64)．参加を希望する人の多くは，従前の情報

交流機会の少なさを理由にあげている．一方の希

望しない人の多くは，障碍の性質から現状のコン

ピュ－タの利用が困難という理由をあげている． 
5.6.4 内部障碍者の場合 

  内部障碍者でも，「参加したくない」が「参加し

たい」を上回っている(110:200)．参加希望者の多

くは，肢体障碍者同様，従前の情報交流機会の少

なさを理由にあげている．一方の希望しない人の

多くは，高年齢を理由にあげていた．これは，内

部障碍者が総体的に高年齢な点を反映している． 
5.6.5 知的障碍者の場合 

  知的障碍者の場合は，161 人全員から「障碍の

性質により参加できない」という回答を得ている． 
 
6.今後の研究の展開 

 本研究により，障碍者全般が持つ長時間移動の

特性ならびに移動中の課題が明確になり，各障碍

者の間で高い必要性が認められる障壁除去施策が

明確になった．これは，改善内容やその最適量を

決定する段階で，生活者の客観的な貨幣価値判断

に資する大変有益なものである．今後は，今回の

調査で明らかになった情報をもとに，長時間移動

環境下での各種障壁除去施策の価値を仮想市場法

の援用により客観的に計測する予定である．そし

て，生活者と開発者の社会的な合意を前提にする

現実的な広域的バリアフリ－戦略を構築していく． 

 

7.おわりに 

  本調査研究では，障碍者全般の長時間移動特性

を詳細に把握することができた．国内で「バリア



フリ－」が声高に主張されるようになり久しいが，

その実践が遅れている背景には，現実的な政策を

構築する過程に資する洗練された情報の不足があ

る．その代表例が，今回取り上げた障碍者の移動

特性，今後取り上げる改良施策の優先順位や最適

必要技術量などにかんする情報である．まさしく

それは，政策系研究者と技術系研究者双方のアプ

ロ－チが不足していた領域であり，関連する政策

支援情報の構築が，クロスディシプリナリを標榜

する慶應義塾大学 SFC のミッションである．私

はそのミッションに従い，今後も現実的で社会に

通用する福祉交通政策の構築に尽力していきたい． 
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